
２　参考資料

（１）　人口及び就業構造

　　①　年齢層別人口動態

計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女

実数 平成22年 (100.0) 33,101 37,172 10,045 5,206 4,839 11,585 5,523 6,062 15,141 7,374 7,767 18,373 8,520 9,853 15,129 6,478 8,651

27年 (100.0) 34,108 38,060 10,549 5,406 5,143 10,354 4,883 5,471 15,363 7,547 7,816 16,941 7,998 8,943 18,632 8,062 10,570

(人) 令和  2年 (100.0) 34,743 38,421 10,355 5,323 5,032 9,844 4,629 5,215 13,201 6,491 6,710 17,999 8,645 9,354 20,332 8,781 11,551

構成比 平成22年 100.0 47.1 52.9 14.3 7.4 6.9 16.5 7.9 8.6 21.6 10.5 11.1 26.1 12.1 14.0 21.5 9.2 12.3

27年 100.0 47.2 52.8 14.8 7.6 7.2 14.2 6.7 7.5 21.3 10.5 10.8 23.7 11.2 12.5 26.1 11.2 14.8

（％） 令和  2年 100.0 47.5 52.5 14.2 7.3 6.9 13.5 6.3 7.1 18.0 8.9 9.2 24.6 11.8 12.8 27.8 12.0 15.8

（注）１．資料は国勢調査とする。

　　　２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。

　　　３．総数の計の（　　　）内には各年次の比率を記入する。

　　②　産業部門別就業者数等

実数 平成22年 30,286

27年 30,477

(人) 令和  2年 34,552

構成比 平成22年 100.0

27年 100.0

（％） 令和  2年 100.0

（注）１．資料は国勢調査とする。

　　　２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。

（２）　土地利用

総土地

面 積
果 樹

園
茶園 桑園

実数 2010年 2,958 164 148 16 1 1 0 0 0 1,181 1,171 10 1,612

2015年 2,960 104 97 6 1 1 0 0 0 1,181 1,181 0 1,675

（ｈａ） 2020年 2,960 84 65 13 6 6 0 0 0 1,176 1,176 0 1,700

構成比 100.0 5.5 5.0 0.5 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 40.4 40.0 0.4 54.0

100.0 3.5 3.3 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0 40.0 0.0 57.0

（％） 100.0 2.8 2.2 0.4 0.2 0.2 0.0 0.0 0.0 39.7 39.7 0.0 57.4

（注）１．資料は農林業センサスとする。

　　　２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次とする。

　　　３．「林野面積」について調査が行われない年次については空欄とする。

　　　４．「草地面積」は、「永久牧草地」「採草地」「放牧地」の計を記入する。ただし、「山林のうち採草地、放牧地」は除く。

　　　５．構成比は、空欄のない最近年次について算出する。
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（注）１．資料は農林業センサスによる。

　　　２．年次は公表されている最近３回の調査年次とする。

（４）　森林資源の現況等

　①　保有者形態別森林面積

面 積 （ A ） 比 率 計 人 工 林 (B) 天 然 林

ｈａ ％ ｈａ ｈａ ｈａ

1156.56 100.00 946.59 573.68 372.91 49.60

113.89 9.85 - - - -

450.92 38.99 432.6 267.93 164.67 59.42

21.63 1.87 19.33 8.39 10.94 38.79

429.29 37.12 413.27 259.54 153.73 60.46

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

591.75 51.16 513.99 305.75 208.24 51.67

　　　３．私有林には、社寺有林、組合有林、造林公社造林地、入会林野を含める。

　②　在（市町村）者・不在（市町村）者別私有林面積

計 県 内 県 外

実 数 平成26年 270.00 205.00 65.00

令和元年 185.00 163.00 22.00

ｈａ 令和 6年 180.29 159.33 20.96

構 成 比 平成26年 （　100　） (　75.90　) (　24.10　)

令和元年 （　100　） （　88.10　） （　11.90　）

％ 令和 6年 （　100　） （　88.37　） （　11.63　）
（注）１．資料は福岡地域森林計画書(森林資源構成表)による。
　　　２．年次は公表されている最近３回の調査年次とする。
　　　３．構成比（　　）は、不在（市町村）者の森林所有者面積の県内、県外比率とする。

人工林率
（B/A)

（注）１．国有林については森林管理局の資料により、民有林については地域森林計画の市町村別森林資源表及び
　　　　　都道府県の林業統計書等をもとに推計して記入する。

　　　２．官行造林地は「国有林」欄に、県行造林地等は「都道府県有林」欄に（）書きで内数として記載するとともに、
　　　　　部分林及び分収林は造林者が保有しているものとして記入する等実質的な経営主体により区分して記入
　　　　　する。学校林は市町村有林とする。

総 面 積 立 木 地

年 次 私 有 林 合 計
在 （ 市 町 村 ） 者

所 有 面 積

市 町 村 有 林

財 産 区 有 林

100.00

100.00

100.00

683.00

622.00

591.75

69.53

農 用 地 公 共 用 地 そ の 他年 次 総 数
工 場 ・ 事 業
場 用 地

住 宅 ・ 別 荘
用 地

不 在 （ 市 町 村 ） 者 の 森 林 所 有 面 積

国 有 林

総 数

保 有 形 態

公 有 林

私 有 林

計

都 道 府 県 有 林

413.00

437.00

411.46

60.40

70.30



　③　民有林の齢級別面積 単位　面積：ｈａ

総数

11

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 以 上

民 有 林 計 946.59 0.58 1.93 3.15 6.2 2.59 5.36 5.56 8.37 9.67 903.18

人 工 林 計 573.68 0.44 1.26 0.37 1.57 4.66 7.04 558.34

ス ギ 137.76 0.19 2.03 1.34 134.2

ヒ ノ キ 379.25 0.02 0.12 0.37 0.68 2.46 5.11 370.49

そ の 他 56.67 0.42 1.14 0.7 0.17 0.59 53.65

天 然 林 計 372.91 0.58 1.93 3.15 5.76 1.33 4.99 3.99 3.71 2.63 344.84

（ 備 考 ）

（注）資料は福岡地域森林計画書(森林資源構成表)による。

　④　保有山林面積規模別林家数

林家数

593 3

107 2 1

12 2

720

（注）資料は福岡地域森林計画書(森林資源構成表)による。

　⑤　作業路網の状況

　　　　　（ア）　基幹路網の現況

備考

　　　　　（イ）  細部路網の現況

備考

（５）　計画期間内において間伐を実施する必要があると認められる森林の所在
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ヒノキ 028-263-00

ヒノキ 001-006-06

ヒノキ 001-031-01

ヒノキ 016-053-05

ヒノキ 018-078-00

ヒノキ 028-047-03

ヒノキ 029-117-01

ヒノキ 001-031-02

スギ 016-020-00

スギ 029-144-06

ヒノキ 018-077-00

スギ 021-006-04

スギ 016-053-05

スギ 006-043-01

齢級

延 長 （ ｋ ｍ ）

9

7.118

樹種 森林の所在

区 分

森 林 作 業 道

路 線 数 延 長 （ ｋ ｍ ）

4.080
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（注）１．過去の施業履歴等を勘案し、記載するものとする。

（注）２．森林の所在は林小班等により表示する。

（６）　市町村における林業の位置付け

　①　産業別総生産額 （単位：１００万円）

内訳

　②　製造業の事業所数、従業者数、現金給与総額

（令和４年現在）

（注）１．資料は最近年の経済構造実態調査による。

　　　２．製造業には、林業が含まれない。

ヒノキ 028-087-00

樹種 森林の所在

ヒノキ 028-052-05

ヒノキ 028-079-01

ヒノキ 028-086-00

ヒノキ 016-020-00

ヒノキ 018-001-05

ヒノキ 024-082-02

ヒノキ 010-096-00

ヒノキ 015-019-00

ヒノキ 015-020-00

ヒノキ 001-108-02

ヒノキ 003-040-00

ヒノキ 010-087-03

ヒノキ 024-099-00

ヒノキ 024-100-00

ヒノキ 021-007-02

ヒノキ 021-008-02

ヒノキ 001-108-01

ヒノキ 001-108-03

ヒノキ 016-068-00

　　　３．木材、木製品製造業の定義は、「産業分類」（総務省）による

　　　　　ものであり、製材業、合板製造業等が含まれる。

321,921

X

X

全 製 造 業 （ A ）

うち木材・木製品製造業
（ B ）

従業者数（人）

46

1

2.17%

821

12

1.46%B/A　

事業所数 現金給与総額（万円）

（注）都道府県別産
業別総生産額は、内
閣府「県民経済計算
年報」に掲載されて
いる。これに準ずる
方法により算定され
る市町村別の数値を
記載する。

B+C/A  

総生産額（A） 166,681

51

－ 

21,502

143,368

％

第３次産業 

－ 

第１次産業 

第２次産業 

うち林業（B)

うち木材・木製品製造業（C)



（７）　林業関係の就業状況

（　　　　　　　　年　　月　　日現在）

（８）　林業機械等設置状況

総数 公有林 森林組合 会社 個人 その他

（注）１．林業機械等の種類は適宜追加する。

　　　２．単位は、林業機械等の種類により適宜定める。

区　　　　　　　　分

合 計

就業者数

森 林 組 合

生 産 森 林 組 合

素 材 生 産 業

森 林 管 理 署

製 材 業

組合・事
業 者 数

区 分

プロセッサ

スキッダ

フェラーバンチャ

計

タワーヤーダ

フォワーダ

ハーベスタ

スイングヤーダ

その他の高性能林業機械

（名称：　　　　　　　　）

備　　　　　　　　　　　　　　考

うち作業員数 備　　考

（名称：　　　　　　　　）

立木を伐倒、集積する自走式機械

牽引式集材専用のトラクタ

簡易索張方式に対応し、かつ旋回可能なブームを装備する集材機械

枝払い・玉切りする自走式機械

伐倒・枝払い・玉切りする自走機械

積載式集材専用車両

元柱を具備した自走式機械

上記７機種以外の高性能林業機械



（９）　林産物の生産概況
種類

乾 生 加工 青果
ｍ３ ｍ３ 千本 kg ｋｇ ｋｇ ｋｇ ｋｇ ｋｇ

（注）１．最近１年間の生産について記入する。
　　　２．その他の品目があれば、欄を設けて記入する。

(10)　森林経営管理制度による経営管理権の設定状況

（注）計画策定時点の状況について記入する。

(11)　その他必要なもの

　　　　　該当なし

番号 所在
現況 経営管理実施権

設定の有無(面積、樹種、林齢、材積等）

生 産 量
生 産 額 （ 百 万 円 ）

チップ素材
しいたけ たけのこ

木炭なめこ苗木


